
広報とよおか　2010.3.25 �

地方消費税交付金
8億8,775万円（2.1%）

地方譲与税
4億225万円（0.9%）

その他
3億8,694万円（0.8%）

労働費
2億1,792万円（0.5%）

歳入歳出

自主財源
（33.8%）

依存財源
（66.2%）

市税
98億9,106万円
（23.1%）

諸収入
19億8,513万円（4.6%）

使用料および手数料
11億1,502万円（2.6%）

繰入金
6億6,723万円（1.5%）

分担金および負担金
6億2,097万円（1.5%）

その他
2億265万円（0.5%）

地方交付税
175億円（40.8%）

市債
35億8,670万円
（8.4%）

国庫支出金
30億9,940万円
（7.2%）

県支出金
25億4,700万円
（6.0%）

民生費
101億9,417万円
（23.8%）

公債費
77億4,388万円
（18.1%）

土木費
63億1,548万円
（14.8%）

総務費
48億2,688万円
（11.2%）

衛生費
44億609万円（10.2%）

教育費
43億1,851万円（10.2%）

農林水産業費
16億5,233万円（3.8%）

消防費
14億7,063万円（3.4%）

商工費
13億4,192万円（3.1%）

議会費
2億5,279万円（0.6%）

災害復旧費
1,150万円（0.0%）

予備費
1,000万円（0.0%）

諸支出金
1億3,000万円（0.3%）

一
般
会
計
は

4
2
8
億
9
、2
1
0
万
円

　

平
成
22
年
度
の
予
算（
表
1
参

照
）は
、一
般
、特
別
、企
業
会
計

を
合
わ
せ
た
13
会
計
の
総
額
が

7
2
3
億
4
、0
5
4
万
円
、前
年

度
と
比
べ
3
・
5
%
減
と
な
り
ま

し
た
。

　

こ
の
う
ち
、一
般
会
計
の
予
算

額
は
、4
2
8
億
9
、2
1
0
万
円

で
、前
年
度
と
比
べ
3
・
4
%
減
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
22
年
度
は
、地
域
と
市
民

の
生
活
を
守
る
た
め
、き
め
細
か

な
施
策
を
展
開
す
る
と
と
も
に
、

人
口
減
少
下
に
お
け
る
経
済
活
性

化
を
目
指
す
予
算
に
な
っ
て
い
ま

す
。

　

な
お
、行
政
改
革
の
実
施
で
、民

間
活
力
の
導
入
や
補
助
金
改
革
な

ど
に
よ
り
、5
億
円
の
効
果
額
を

生
み
出
し
ま
し
た
。

市
債
残
高
は

1
、3
8
1
億
円

　

市
債（
借
入
金
）は
、市
民
生
活

の
向
上
の
た
め
の
施
設
整
備（
道

路
・
学
校
な
ど
の
整
備
）に
活
用
し

ま
す
。ま
た
、市
債
に
は
、将
来
的

に
施
設
を
利
用
す
る
市
民
の
方
に

予
算
の
概
要

も
返
済
を
負
担
し
て
も
ら
う
と
い

う
、世
代
間
の
公
平
を
図
る
大
切

な
役
割
が
あ
り
ま
す
。

　

平
成
22
年
度
末
の
市
債
残
高

（
表
2
参
照
）は
、一
般
会
計
分
が

6
0
8
億
円
で
、前
年
度
と
比
べ

4
・
8
%
減
と
な
る
見
込
み
で
す
。

こ
れ
に
特
別
・
企
業
の
す
べ
て
の

会
計
を
合
わ
せ
た
全
市
債
残
高
は
、

1
、3
8
0
億
9
、1
6
1
万
円
、

前
年
度
と
比
べ
4
・
1
%
減
と
な

る
見
込
み
で
、市
民
1
人
当
た
り

〔
平
成
22
年
2
月
1
日
現
在
人
口

（
住
民
基
本
台
帳
+
外
国
人
登
録

総
数
）8 

9
、5
4
9
人
〕

に
す
る
と
約
1
5
4
万

円
に
な
り
ま
す
。

市
税
は
2
・
3
%
減

地
方
交
付
税
は
3
・
6
%
増

　

一
般
会
計
の
財
政
構
造
は
、他

か
ら
の
依
存
財
源
で
あ
る
地
方
交

一
般
会
計
・
歳
入

　平成22年度予算は、「不可能への挑戦」を合言葉に、「豊岡エコバレー」と「大交流」の実現により、
人口減少下における経済活性化を目指す予算として編成しました。皆さんが納める税金や国・県
からの補助金などが、まちづくりのためにどのように活用されるのかを紹介します。なお、この
予算案は、豊岡市議会3月定例会で審議されています。

《問合せ》財政課☎21-9014

平成22年度豊岡市予算案
〜人口減少下における経済活性化を目指す予算〜

13会計 総額で723億円

（表２）
会　計 市債残高
一　般 608億円
特　別 3億円
企　業 770億円
合　計 1,381億円

市民1人当たり 154万円
（平成22年度末見込み）

市債残高

（表１）
区　　分 予　算　額 前年度比

一般会計 428億9,210万円 △3.4%
特別会計 171億1,091万円 +2.4%

国民健康保険事業（事業勘定） 88億5,727万円 +0.6%
国民健康保険事業（直診勘定） 7,498万円 +0.9%
老人保健医療事業 1,006万円 +36.8%
後期高齢者医療事業 8億8,620万円 +4.4%
介護保険事業 68億6,317万円 +2.5%
診療所事業 1億7,694万円 +4.4%
墓地公園事業 1億7,034万円 +780.7%
宅地事業 6,970万円 △22.9%
管理会財産区 225万円 △11.8%

企業会計 123億3,753万円 △11.2%
水道事業 36億5,645万円 △20.0%
下水道事業 84億7,637万円 △6.9%
農業共済事業 2億  471万円 △0.8%

合　　　計 723億4,054万円 △3.5%

一般会計・目的別予算の内訳 会計別予算一覧
（グラフ１）
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付
税
、国
県
支
出
金
、市
債
な
ど
が

歳
入
の
66
・
2
%
を
占
め
る
極
め

て
脆ぜ
い

弱じ
ゃ
く

な
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

中
で
も
一
般
会
計
の
歳
入
の
内

訳（
グ
ラ
フ
1
参
照
）で
、最
も
大

き
な
割
合
を
占
め
る
地
方
交
付
税

（
ど
の
自
治
体
で
も
必
要
最
小
限

の
住
民
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
で
き
る

よ
う
に
国
が
交
付
す
る
お
金
）は
、

1
7
5
億
円
で
、全
体
の
40
・
8
%

を
占
め
て
お
り
、前
年
度
と
比
べ

3
・
6
%
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。こ

れ
は
、経
済
雇
用
情
勢
の
悪
化
に

よ
る
税
の
減
収
を
補
て
ん
す
る
た

め
、地
方
交
付
税
が
大
幅
に
増
額

さ
れ
る
こ
と
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

一
方
、自
主
財
源
の
柱
で
あ
る

市
税
は
、98
億
9
、1
0
6
万
円
、

歳
入
全
体
の
23
・
1
%
で
す
が
、法

人
市
民
税
の
落
ち
込
み
な
ど
に
よ

り
、前
年
度
と
比
べ
2
・
3
%
減
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、施
設
整
備
な
ど
を
す

る
た
め
に
借
り
入
れ
る
市
債
を

35
億
8
、6
7
0
万
円
見
込
ん
で

い
ま
す
が
、前
年
度
と
比
べ
30
・

9
%
の
大
幅
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、平
成
22
年
度

末
の
基
金
の
残
高（
表

3
参
照
）は
、財
政
調

整
基
金
な
ど
す
べ
て
の

基
金
を
合
わ
せ
る
と
、

1
3
1
億
9
、9
9
9
万
円
、前
年

度
と
比
べ
0
・
2
%
増
と
な
る
見

込
み
で
、市
民
1
人
当
た
り
に
す

る
と
約
15
万
円
に
な
り
ま
す
。

民
生
費
に

1
0
1
億
9
、4
1
7
万
円

　

一
般
会
計
の
歳
出
の
内
訳（
グ

ラ
フ
2
参
照
）で
、最
も
多
い
も

の
は
市
民
の
皆
さ
ん
の
福
祉
の

充
実
な
ど
に
充
て
る
民
生
費
で
、

1
0
1
億
9
、4
1
7
万
円
、全

体
の
23
・
8
%
を
占
め
て
い
ま
す
。

こ
れ
に
借
入
金
返
済
に
充
て
る

公
債
費
が
77
億
4
、3
8
8
万
円

で
18
・
1
%
、土
木
費
が
63
億
1
、

5
4
8
万
円
で
14
・
8
%
と
、高
い

数
値
で
続
い
て
い
ま
す
。

　

特
に
、「
豊
岡
エ
コ
バ
レ
ー
」と

「
大
交
流
」の
2
つ
の
キ
ー
ワ
ー

ド
に
関
連
す
る
予
算
は
、総
額

22
億
8
、1
7
6
万
円
に
な
っ
て

い
ま
す
。

　

歳
出
を
性
質
別

に
見
て
み
る
と（
グ

ラ
フ
3
参
照
）、人

件
費
は
88
億
1
、5
3
3
万
円
、前

年
度
と
比
べ
1
・
8
%
減
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

義
務
的
経
費
は
、1
2
9
億
9
、

8
3
2
万
円
、前
年
度
と
比
べ
5
・

2
%
増
を
見
込
ん
で
い
ま
す
が
、

こ
れ
は
、「
子
ど
も
手
当
」の
創
設

に
よ
る
扶
助
費
の
増
額
が
大
き
な

要
因
で
す
。

　

ま
た
、投
資
的
経
費
は
39
億
7
、

1
0
1
万
円
、前
年
度
と
比
べ
30
・

7
%
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、平
成
22
年
度
の
経
常
収

支
比
率（
※
注
1
）は
87
・
8
%
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。ま
た
、

財
政
の
健
全
度
を
示
す

実
質
公
債
費
比
率（
※
注

2
）は
20
・
7
%
と
な
り
、

国
の
定
め
る
水
準
の
18
％
を
上
回

る
と
予
測
し
て
い
ま
す
。

※
注
1
…
経
常
収
支
比
率

　

経
常
的
に
支
出
す
る
経
費
に
対

す
る
税
な
ど
の
一
般
財
源
の
充
当

比
率
で
財
政
の
弾
力
性
を
示
す
指

標※
注
2
…
実
質
公
債
費
比
率

　

財
政
規
模
に
対
す
る
公
債
費
の

割
合
を
示
す
指
標

一
般
会
計
・
歳
出

（表３）
基　金 基金残高

財政調整 35億円
特定目的 85億円
定額運用 3億円
特別会計 9億円
合　計 132億円

市民1人当たり 15万円
（平成22年度末見込み）

基金残高

一般会計・歳出の性質別内訳

人件費（20.5%） …………88億1,533万円
　市長、議員、職員などの給料や諸手当など

義務的経費（30.3%） ……129億9,832万円
　扶助費や公債費などの支出が義務付けられ、
　任意に削減できない経費

投資的経費（9.2%） ………39億7,101万円
　道路、公園、その他施設の建設などの整備に
　要する経費

一般行政経費（40.0%） …170億9,744万円
　施設の維持管理費や補助金、特別会計への
　繰出金などの経費

その他（0.0%） …………………1,000万円
　予備費

（グラフ２）（グラフ３）


